	医薬品卸売業


足もとの売上げは堅調に推移しており、新商品や新規需要などの好要因もみられた。納入先の値下げ要求により利益は厳しい。今後の見通しは、一部新商品等による特需で好調とみる企業もあるが、競合は激化しているため、厳しい見方もある。
医療用は堅調、一般用は好調
大きな動きとしては、後発医薬品（ジェネリック医薬品）の促進が進んでいる。後発医薬品のシェア（数量ベース）は、45.1％（平成25年度）から52.0％（26年度）に上昇している（日本ジェネリック製薬協会「ジェネリック医薬品シェアの推移」）。厚生労働省が「平成30年３月末までに、後発医薬品の数量シェアを60％以上にする」という目標を掲げるなど、業界全体として後発医薬品への置き換えが進んでいるためである。先発品に対して、後発品は薬価が概ね６割に設定されるため、先発品と後発品を扱う企業では、後発品の浸透は売上げを低下させる要因である。しかし、後発品を多く取り扱う企業では、追い風となっている。また、26年４月の薬価改定による薬価の引下げや、同時期の消費増税による買い控えによって、26年度は売上げを減少させている企業が多い。
今期に関しては、消費増税に伴う医薬品の買い控えがあったその反動によって、売上げは押し上げられている企業が多い。また、難病など重篤な疾病で、対象患者数が国内において５万人未満と患者数が少ない医薬品である、希少疾病用医薬品（オーファンドラッグ）数点が今期に発売され、こうした医薬品を扱う企業の売上げは好調であった。後発品を多く取り扱う企業では、今期に後発品として新たに薬価収載された商品によってやや好調である。しかし、後発品への置き換えによる売上げの減少の影響を大きく受けている企業では、今期は横ばいであるという。
一般用に関しては、医療用と同じく消費増税による駆け込み需要と買い控えの影響を受けた。また、ここ２～３年の大きな動きとしては、中国人を中心とした外国人観光客の増加に伴い、ドラッグストアなどにおける大量購入の影響を受けて好調で推移している。今期の売上げをみても、こうした影響を受け、特にドラッグストアが多く立地する都市部での売上増加は顕著であり、大阪でも対前年比でみて10％超の大幅増加を見せている。

納入先の値下げ要求により、利益は厳しい
医薬品卸売業界全般にいえることであるが、薄利多売の業種であり、営業利益率が1％を切る企業も多い。消費増税分の価格転嫁はされておらず、増税分だけ営業利益は減少しているという。
先発品と後発品を取り扱う企業では、今期の利益は減少傾向であるという。商品単価が下がっていることとあわせ、医療機関からの値下げ要請が高まっていることが要因である。後発品を多く取り扱う企業では、今期の利益は増加した。これは、得意先の掘り起しなど営業努力による。しかし、大手卸が後発品も取り扱うようになったことから、年々競合環境は厳しくなっているという。一般用を取り扱う企業では、納入先のドラッグストアなどからの値下げ要求が年々厳しくなっていることもあり、今期の利益は減少した。
雇用・今夏の賞与は横ばい、設備投資は積極的

　雇用については、定期採用を行っている企業が多い。　また、高齢者の雇用に取り組む企業も多い。今夏の賞与アップや、今期のベースアップを実施している企業もあったが若干の上昇であった。拠点の建替えや新設、情報システムの入れ替えなど設備投資も積極的である。
今後の見通し
　競合環境の激化により、今後は厳しくなるという見方があるが、一方で、後発品やオーファンなどの押し上げにより、今後は好調とみる企業もある。また、外国人観光客の増加による特需は、一時的であるとの見方である。
（福井　紳也）
表１　卸医薬品販売額の推移
	　
	（単位：百億円、％）

	　
	販売額
	対前年度増加率

	平成2年度
	469
	-

	12
	609
	-

	17
	701
	-

	22
	798
	2.4

	23
	830
	4.0

	24
	847
	2.0

	25
	877
	3.5


資料：日本医薬品卸業連合会
（注）原資料はクレコンリサーチ＆コンサルティング株式会社の調査。
表２　医薬品生産金額の推移

	　
	
	
	（単位：百億円、％）

	　
	販売額
（大阪府）
	対前年度増加率
	販売額
（全国）
	対前年度
増加率

	平成20年度
	50.7
	-5.0
	662.0
	2.6

	21
	50.5
	-0.4
	682.0
	3.0

	22
	47.6
	-5.8
	677.9
	-0.6

	23
	47.8
	0.5
	698.7
	3.1

	24
	50.9
	6.5
	697.7
	-0.2

	25
	53.2
	4.4
	689.4
	-1.2


資料：厚生労働省「薬事工業生産動態統計」
※「業界の概要」及び「大阪の地位と特徴」については、平成23年1～3月期の調査を参照のこと。
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